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　徳島市民病院経営強化プラン（令和３年度～令和４年度）

理念・基本方針
【理念】

　～　思いやり・信頼・安心　～

【基本方針】

　一．医療の安全管理を徹底し、患者中心の医療を行います。

　一．救急医療を含めた急性期医療と高度で専門性の高い医療を提供します。

　一．地域医療向上のため連携を密にし、教育と研修に努めます。

　一．災害時の救急患者の受け入れなど災害救急医療に対応します。

　一．公共性と経済性に配慮して、経営の安定化に努めます。

策定の趣旨
　本院は、平成１８年度から地方公営企業法の全部適用に移行し、独立採算性を高めた組織と

して経営基盤の安定化に努めるとともに、「思いやり・信頼・安心」の理念のもと、市民の方

々に「ここに在って欲しいと思われる病院」を目指した医療を提供してきました。特に、救急

医療、周産期医療及び災害時医療などに対して積極的に体制を整えることで公立病院としての

役目を担いつつ、緩和ケアまで含めたがん医療、高齢社会で必要性の高い関節疾患に対する医

療など、高度で専門的かつ特色のある医療を推進しています。

　また、平成２１年３月には「地域がん診療連携拠点病院」、平成２３年４月には「地域周産

期母子医療センター」、平成２４年３月には「地域災害拠点病院」の認定を受け、地域医療の

拠点病院としての役割を果たしてきました。

　一方、病院を取り巻く医療環境もめまぐるしく変化しています。団塊世代が７５歳を迎える

「２０２５年の医療需要」を見据え、医療制度改革の必要性から平成２６年には医療法が改正

されました。これを受けて県は、平成２８年１０月に「徳島県地域医療構想」を策定し、医療

資源の効果的かつ効率的な配置とバランスのとれた医療機関の機能分化と連携を推進していま

す。

　本院は、地域医療における役割分担の明確化を図るとともに、政策医療を重点課題と位置づ

け、地域周産期母子医療センター、関節治療センター、がんセンターを中心に特色のある医療

の提供を行っています。平成３０年３月には「徳島市民病院経営強化プラン」を改定し、徳島

県地域医療構想と整合性を図りつつ、更なる経営効率化を進めてきました。

　国は公立病院に対して、令和２年夏頃に新たな「新公立病院改革ガイドライン」を公表し、

新たな「新公立病院改革プラン」の策定を要請する予定でした。しかし、今般の新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大により、公立病院の医療提供体制のあり方が再び見直される状況等を

踏まえ、新たなガイドラインの公表等については改めて示すとしています。

　現行の「徳島市民病院経営強化プラン」は令和２年度をもって終了しますが、より良質で安

全な医療提供と更なる経営健全化を推進するためには、新たな計画が必要です。そのため、国

の新たなガイドラインの公表時期が見通せない中ですが、期間を令和３年度から令和４年度ま

での２年間とする経営強化プランを、前ガイドラインに沿い策定するものです。

計画の概要
　本計画は、新型コロナウイルス感染症と共 【計画期間】

存しながら、公立病院としての役割を果たし   令和３年度から令和４年度までの２年間

つつ、経営健全化を推進する計画とします。 の計画とします。
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計画の進捗管理
【点検・評価】 【点検・評価の仕組】

　外部有識者や地域住民の代表者等で構成す

る徳島市民病院経営健全化推進会議において、

専門的な見地、市民の視点、客観的な立場か

らの、点検・評価を、年１回実施します。

　なお、掲げた数値目標の達成が著しく困難

になった場合や、医療情勢に大きな変化があ

った場合は、必要に応じて本計画の見直し改

定を行うものとします。

これまでの主な取組
（近年の主な沿革）

　　・ 平成18年（2006年） 4月  地方公営企業法の全部適用 

　　・ 平成20年（2008年） 1月　新病院開院 

　　・ 平成20年（2008年） 4月　診断群分類包括評価（DPC）対象病院の認可 

　　・ 平成20年（2008年）11月　地域医療支援病院の承認 

　　・ 平成21年（2009年） 6月　日本医療機能評価機構の病院機能評価認定 

　　・ 平成22年（2010年） 3月　地域がん診療連携拠点病院の指定 

　　・ 平成23年（2011年） 4月　地域周産期母子医療センターの認定 

　　・ 平成24年（2012年） 3月　徳島DMAT指定病院の指定 

　　・ 平成24年（2012年） 3月　地域災害拠点病院の指定 

　　・ 平成24年（2012年） 4月　脊椎・人工関節センターの設置 

　　・ 平成27年（2015年） 4月　がんセンターの設置 

　　・ 平成27年（2015年） 4月　患者支援センターの設置 

　　・ 平成28年（2016年） 4月　緩和ケア病棟の開設 

　　・ 平成30年（2018年） 4月　「脊椎・人工関節センター」を「関節治療センター」に改称

　　・ 平成30年（2018年） 4月　院内保育所を設置

（徳島市民病院経営健全化推進会議）

自己評価

点検・評価

意見（報告）

改善（改定）

公 表
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　徳島市民病院を取り巻く環境

人口の推移と患者数の推移（推計）
　本院の位置する東部二次保健医療圏域では、

総人口は減少傾向にあるが、７５歳以上人口

は、２０３０年まで増加する見込みです。

　患者数は入院・外来患者ともに、受療率が

高い７５歳以上人口が増加する２０３０年ま

で増加し、以降は緩やかに減少する見込みで

す。

特色ある医療と患者数の推移（推計）
　東部二次保健医療圏の出生数に対する本院

の出生数の割合は、新病院開院以降上昇し、

１５％程度で推移していますが、総出生数の

減少に伴い、本院での出生数も減少する見込

みです。

　関節疾患患者及びがん患者数は、受療率の

高い７５歳以上人口が増加する２０３０年ま

で増加を続け、以降は緩やかな減少傾向とな

りますが、依然患者数は多い見込みです。

資料；国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」、徳島県人口移動調査年報、厚生労働省「患者調査（2017年9月）」
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　体系図

Ⅰ 地域における役割と機能を果たすために

１ 地域医療連携機能等の充実

２ 地域包括ケアシステムへの対応

３ 政策医療等の取組強化

４ 社会のニーズに応える高度な専門医療等の充実

５ 市民の健康と安全のために

Ⅱ 次代を担う医療人を育てるために

１ 専門資格を有する人材の確保及び育成

２ 臨床研修病院としての機能充実

３ 職員の満足度向上と働きがいのある職場づくり

Ⅲ 安心・安全な医療のために

１ 患者支援体制の強化

２ 安全管理の徹底

３ 働き方改革への適切な対応

Ⅳ 健全な経営のために

１ 安定的な病院収入の確保

２ 経費の効果的かつ効率的な執行

３ 財務体制の強化

４ 経営安定化に向けた基盤整備
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Ⅰ 地域における役割と機能を果たすために

　　●　あんしんカード発行枚数（枚／月平均）

　　　9.4枚【R2見込】　⇒　10.0枚【R4】

　　●　地域の医療従事者に対する研修会（回）

　＜事業内容＞ 　　　7回【R2見込】　⇒　15回【R4】

　　■　かかりつけ医、連携医との連携・広

　　　　報活動の強化

　　■　徳島市医師会との連携強化

　　■　徳島大学病院との連携強化

　　■　地域の基幹病院との役割分担の強化 　＜事業内容＞

　　■　徳島県地域医療構想への適切な対応 　　■　医療・介護連携基盤の構築

　　■　ＩＣＴを活用した医療連携ネットワ

　　　　ーク化の推進

　＜目標設定＞

　　●　医療・介護連携交流会開催数（回）

　　　0回【R2見込】　⇒　3回【R4】

　＜事業内容＞

　　■　救急医療への取組

　　■　周産期医療への取組

　　　　～ 地域周産期母子医療センターの機能充実 ～

　　■　がん医療への取組

　　　　～ がんセンターの機能充実 ～

　　■　災害時医療への取組

　　　　～ 災害拠点病院としての機能充実 ～

　＜目標設定＞

　　●　紹介率（％）

　　　86.7％【R2見込】　⇒　85.0％【R4】

　　●　紹介患者数（人／月平均）

　　　884人【R2見込】　⇒　990人【R4】

　　●　逆紹介率（％）

　　　80.8％【R2見込】　⇒　89.0％【R4】

　　●　逆紹介患者数（人／月平均）

　　　603人【R2見込】　⇒　780人【R4】

地域医療連携機能等の充実１

地域包括ケアシステムへの対応２

政策医療等の取組強化３

政策医療等の取組強化

＜救急医療＞

かかりつけ医等から紹介される救急患者及び

救急車で搬送される傷病患者を積極的に受け入

れるため、多診療科が連携して行える二次救急

医療体制を維持・強化していきます。

＜周産期医療＞

危険な状態の出産前の母親と胎児、出産直後

の新生児の治療を一貫して行う体制整備など、

産科・小児科の連携により母胎・胎児や新生児

を守る高度な医療を提供し、地域における周産

期医療の中核的役割を果たしていきます。

かかりつけ医、連携医との連携・広報活動の強化

地域医療構想においては、入院診療における病

床機能の明確化・強化を目的に病床機能報告制度

を導入していますが、外来診療においても機能の

明確化を図ることで、機能分化・連携を図ろうと

議論が進められています。

本院では、地域のかかりつけ医や連携医との連

携を重視し、患者、かかりつけ医、本院の担当医

の三者間での信頼関係の構築に努めます。急性期

医療が必要な紹介患者を積極的に受け入れ、術前

外来から手術療法、高度薬物療法等、及び術後外

来に至るまでの周術期管理を中心とした医療を本

院が担当し、症状が安定し、急性期を脱した患者

については、紹介元の医療機関等への逆紹介を行

うことで、役割分担の明確化を図ります。

また、患者支援センターを中心にかかりつけ医

や連携医を訪問し、有益な情報の提供を行うとと

もに、本院への要望等を具体的に把握し、的確な

対応を行うことで、より連携を深めます。

さらに、がん患者には、患者やかかりつけ医等

が安心して在宅医療等を行えるように、患者の急

変時には２４時間本院が救急診療に対応する証で

ある「あんしんカード」の発行を推進します。
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　＜事業内容＞

　　■　多種多様な関節疾患への取組

　　　　～関節治療センターの機能充実 ～

　　■　新たな治療への取組

　　■　新興感染症等への対応

　　■　看護ケアの充実

　　■　職種を越えたチーム医療の推進

　　■　高度医療機器の更新、充実

　　■　病院施設・設備の高機能化

　＜目標設定＞

　　●　救急車搬送患者数（人／月平均）

　　　209.6人【R2見込】　⇒　230.0人【R4】

　　●　紹介救急患者数（人／月平均）

　　　96.0人【R2見込】　⇒　100.0人【R4】

　　●　分娩件数（件）

　　　572件【R2見込】　⇒　550件【R4】

　　●　ＮＩＣＵ病床稼働率（％）

　　　77.3％【R2見込】　⇒　85.0％【R4】

　　●　院内がん登録数（件／月平均） 　＜目標設定＞

　　　82.0件【R2見込】　⇒　78.0件【R4】 　　●　関節治療センター手術件数（件）

　　●　がん手術件数（件／月平均） 　　　883件【R2見込】　⇒　880件【R4】

　　　46.3件【R2見込】　⇒　50.0件【R4】 　　●　重症度、医療・看護必要度（％／月平均）

　　●　化学療法件数（件／月平均） 　　　（７対１入院基本料）

　　　412.3件【R2見込】　⇒　420.0件【R4】 　　　43.0％【R2見込】　⇒　32.0％【R4】

　　●　放射線治療件数（件／月平均） 　　　（特定集中治療室管理料等）

　　　228.6件【R2見込】　⇒　400.0件【R4】 　　　94.2％【R2見込】　⇒　90.0％【R4】

　　●　新入院がん患者数（人／月平均） 　　●　入退院支援件数（件／月平均）

　　　171.4人【R2見込】　⇒　170.0人【R4】 　　　79.7件【R2見込】　⇒　80.0件【R4】

　　●　がん相談件数（件）

　　　1,342件【R2見込】　⇒　1,300件【R4】

社会のニーズに応える高度な専門医療等の充実４

新興感染症等への対応

今般の新型コロナウイルス感染症で得られた

知見を踏まえ、感染拡大時における職員の感染

対策の徹底による安全確保はもとより、病院機

能の維持を第一とした行動を組織として実行し

ます。

また、公立病院として、県、管轄保健所との

連携を密にし、新興感染症発生時において、積

極的な役割を果たすとともに、医療資源に不足

が生じたことを教訓に、個人防護具や消毒液等

の備蓄を増やし、体制強化に努めます。

＜がん医療＞

主要５大がんである肺がん、大腸がん、胃が

ん、乳がん、肝がんの他、子宮がん、甲状腺が

ん、頭頚部がん、膵胆がん、血液系悪性腫瘍な

どの専門医を配置し、手術療法、化学療法、放

射線療法など、がん患者及びその家族の生活の

質の向上に配慮したがん医療を切れ目なく実施

するとともに、がん治療等に対する相談体制も

充実します。

＜災害医療＞

災害対策マニュアルを整備し、大規模災害発

生時に備えた訓練を重ね、大規模災害時の患者

受入の体制を整えるとともに、他県での災害発

生時においても徳島県の指示のもと、積極的に

支援していきます。
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Ⅱ 次代を担う医療人を育てるために

　＜事業内容＞ 　＜事業内容＞

　　■　疾病予防への取組 　　■　医療人材の確保

　　■　市民の健康づくりへの支援 　　■　高度専門医療を担う医師及び医療ス

　　■　市民の防災意識の醸成 　　　　タッフの養成等の充実

　　■　医療現場での実習生、見学生の受入

　＜目標設定＞ 　　　　体制の充実

　　●　市民公開講座

　　　（開催回数）（回）

　　　0回【R2見込】　⇒　3回【R4】

　　　（参加人数）（人）

　　　0人【R2見込】　⇒　300人【R4】

　　●　地域への出前講座開催数（回）

　　　0回【R2見込】　⇒　6回【R4】

　＜目標設定＞

　　●　医療人材の確保（人）

　　　（医師）

　　　60人【R2見込】　⇒　64人【R4】

　　　（薬剤師）

　　　20人【R2見込】　⇒　20人【R4】

　　　（看護職）

　　　283人【R2見込】　⇒　279人【R4】

　　　（医療技術職）

　　　47人【R2見込】　⇒　47人【R4】

　　　（事務職）

　　　30人【R2見込】　⇒　30人【R4】

　　　（専攻医）

　　　6人【R2見込】　⇒　2人【R4】

市民の健康と安全のために５ 専門資格を有する人材の確保及び育成１

医療人材の確保

病院事業は、医師をはじめ看護師、薬剤師、

技師等の医療従事者の専門性の発揮により成り

立つ事業であり、本院が地域の中核病院として

の役割を果たしていくためには、優秀な医療人

材の確保が重要です。このため、医療者がやり

がいを持って働くことができ、また、適切な労

働時間の実現や子育て中の職員への配慮など、

すべての職員が働きやすい魅力的な職場環境を

形成することにより、医療人材の安定的な確保

に努めます。

また、医師確保については、本院が高度医療

を提供する上での重要な課題です。徳島大学と

の連携を深めるとともに、十分に意思疎通を図

りながら、本院が提供を目指す医療の方向・レ

ベルに対応した医師の確保に努めます。
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Ⅲ 安心・安全な医療のために

　＜事業内容＞ 　＜事業内容＞

　　■　臨床教育センターの取組強化 　　■　患者支援センターの充実強化

　　■　徳島大学病院卒後臨床研修センター 　　■　患者満足度の向上

　　　　との連携

　　■　新専門医制度への対応

　　■　臨床実習医学生の受入体制の充実

　＜目標設定＞

　　●　初期臨床研修医数（人）

　　　（基幹型）

　　　9人【R2見込】　⇒　7人【R4】

　　　（協力型）

　　　7人【R2見込】　⇒　7人【R4】

　　●　臨床実習医学生の受入人数（人） 　＜事業内容＞

　　　39人【R2見込】　⇒　60人【R4】 　　■　医療安全対策の取組強化

　　■　感染制御の取組強化

　＜目標設定＞

　　●　医療安全研修会開催回数（回）

　＜事業内容＞ 　　　21回【R2見込】　⇒　20回【R4】

　　■　職員満足度の向上 　　●　感染制御チーム活動回数（回）

　　■　コンプライアンス体制の確保 　　　139回【R2見込】　⇒　110回【R4】

　　■　ハラスメント防止の徹底 　　●　感染対策研修会開催回数（回）

　　■　快適な職場環境の形成 　　　15回【R2見込】　⇒　30回【R4】

臨床研修病院としての機能充実２

職員の満足度向上と働きがいのある職場づくり３

患者支援体制の強化１

安全管理の徹底２

臨床教育センターの取組強化

臨床研修医の確保は、将来の地域医療を支え

る人材を県内に留める上でも重要であり、臨床

教育センターを中心に研修医の受入体制の強化

を図るとともに、地域がん診療連携拠点病院と

して高度な専門医療を習得できるプログラムを

提供することで、臨床医学の実習及び研修の質

を確保し、研修医にとっても魅力ある病院を目

指します。

また、本院では指導医とのマン・ツー・マン

方式を基本とした研修を行っていることから、

指導医の専門性及び多様性の確保に努めるとと

もに、指導力の向上を図ります。

患者支援センターの充実強化

医師、看護師、臨床心理士、医療ソーシャル

ワーカー、医療メディエーター、事務職員等が

協働して、患者の受診から入院・退院後の生活

まで安心した療養が受けられるようにサポート

するため、総合相談室、地域連携室、入退院支

援室、ボランティア室、広報管理室から構成さ

れる患者支援センターを軸に、他の医療機関や

介護施設、行政機関等の関係部署との連携強化

と情報の共有化に努めます。

また、患者や家族のあらゆる相談に対応でき

るよう、総合相談室や併設するがん相談支援セ

ンターにおいて、患者一人ひとりの状況と希望

に合わせてきめ細やかな支援が提供できる体制

を整えるとともに、引き続き、ハローワーク等

との連携による就労支援にも取り組んでいきま

す。

さらに、情報紙やパンフレットの発行、ホー

ムページの充実等により、情報の発信を強化し

ます。
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Ⅳ 健全な経営のために

　＜事業内容＞ 　＜事業内容＞

　　■　医師の時間外労働規制（2024年度～） 　　■　入院診療

　　　　への対応 　　　・新入院患者の獲得

　　■　多職種の役割分担・連携やチーム医 　　　・病床稼働率の向上

　　　　療の推進 　　　・在院日数の適正化

　　■　特定行為を実施できる看護職員の養 　　　・手術件数の増加

　　　　成 　　■　外来診療

　　■　医師事務作業補助者及び看護補助者 　　　・外来機能の充実と初診患者の獲得

　　　　の教育・活用・適正配置の推進 　　　・診療単価の向上

働き方改革への適切な対応３

安定的な病院収入の確保

＜入院収益＞

検査や手術、集中的な入院治療が必要なかかりつけ

医等からの紹介患者を積極的に対応するとともに、急

性期を脱した患者は、地域の医療機関へ逆紹介するこ

とを基本とすることなど地域医療支援病院としての役

割をしっかりと果たし、信頼を構築することで、継続

的・安定的な患者の獲得に繋げます。

また、専任のベッドコントロール担当者を配置し、

効率的な病床利用に努めていますが、各診療科ごとの

病床配分を基本としつつ、入院患者の増減を踏まえ

て、柔軟な病床運営を図ることで、病棟ごとの入院患

者の均等化と一人でも多くの入院受け入れに努めま

す。

さらに、手術は急性期病院としての最も重要な医療

の一つであることから、「がんセンター」「関節治療

センター」を中心に、専門医による高度な手術治療を

提供できる体制づくりに努めます。

＜外来収益＞

全診療日において消化器内科、呼吸器内科、循環器

内科の専門外来を開設することで、より広範かつ柔軟

に患者を受け入れることのできる体制の整備を図って

きましたが、引き続き、地域医療機関との連携強化や

地域から求められるニーズの把握に取り組むことで、

紹介患者の増加を図っていきます。

また、地域のかかりつけ医や連携医との機能分化を

進め、重症度の高い患者を積極的に受け入れるととも

に、逆紹介を着実に推進することで、再診患者を減ら

し、初診患者を中心とした外来診療を展開し、診療単

価の向上を図ります。

働き方改革への適切な対応

日本の高齢者人口（65歳以上）がピークにな

ると予測される2040年の医療提供体制を見据え

て、医療の三位一体改革（Ⅰ．地域医療構想の

実現に向けた取組、Ⅱ．医師・医療従事者の働

き方改革、Ⅲ．医師偏在対策）が推進されてい

ます。

医師・医療従事者の働き方改革については、

医師の労働時間管理の徹底や院内のマネジメン

ト改革等を推進し、限られた医療資源の配置の

最適化を図ることにより、より質が高く、安全

で効率的な医療の提供を目指すものです。

働き方改革関連法の施行により、病院運営に

特に重要な課題となってくるのが、「医師の時

間外労働規制（2024年度～）への対応」となり

ます。医師不足が深刻な状況において、限られ

た資源を最大限に活用するため、多職種の役割

分担・連携やチーム医療の推進、また、特定行

為を実施できる看護職員の養成や医師事務作業

補助者及び看護補助者の教育・活用・適正配置

の推進などにより、より良質で安全な医療提供

と、医療従事者の健康を守る職場づくりに取り

組んでいきます。

安定的な病院収入の確保１
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　＜目標設定＞

　　●　新入院患者数（人／１日平均）

　　　21.2人【R2見込】　⇒　23.0人【R4】

　　●　病床稼働率（％） 　＜事業内容＞

　　　（病院全体） 　　■　正確な財務分析

　　　75.1％【R2見込】　⇒　82.3％【R4】 　　■　診療報酬改定への対応

　　　（一般病床） 　　■　ＤＰＣデータの分析による機能評価

　　　79.9％【R2見込】　⇒　84.0％【R4】 　　　　係数向上

　　　（回復期病床） 　　■　新たな施設基準の取得

　　　64.0％【R2見込】　⇒　75.0％【R4】 　　■　未収金対策の強化

　　　（緩和ケア病床）

　　　38.6％【R2見込】　⇒　65.0％【R4】 　＜目標設定＞

　　●　平均在院日数（日） 　　●　医業収支比率（％）

　　　（一般病床） 　　　88.6％【R2見込】　⇒　92.0％【R4】

　　　9.3日【R2見込】　⇒　12.0日【R4】

　　●　手術件数（件／月平均）

　　　321.9件【R2見込】　⇒　330.0件【R4】

　　●　初診外来患者数（人／１日平均）

　　　50.2人【R2見込】　⇒　60.0人【R4】 　＜事業内容＞

　　■　専門知識や経験を持つ事務職員の確

　　　　保及び育成

　　■　保険診療の適正な理解

　　■　職員の経営感覚の醸成

　＜事業内容＞ 　　■　計画的な設備投資の実施

　　■　医療経費の削減 　　■　一般会計繰入金について

　　■　管理的経費の抑制

　　■　施設改修・修繕費や医療機器修理費

　　　　の削減

　＜目標設定＞

　　●　医業収益に対する材料費比率（％）

　　　28.7％【R2見込】　⇒　28.0％【R4】

　　●　後発医薬品使用比率（％）

　　　94.7％【R2見込】　⇒　94.0％【R4】

　　●　医業収益に対する職員給与費比率（％）

　　　　（退職給与金を除く）

　　　54.1％【R2見込】　⇒　51.3％【R4】

　＜目標設定＞

　　●　病院局独自採用の事務職員数（人）

　　　2人【R3】　1人【R4】　計3人

一般会計繰入金について

救急医療、高度医療、周産期医療及び災害時

における医療などについては、地域医療を守る

ために政策的に提供していく責務があります

が、病院収入のみで採算をとることは困難な分

野とされています。

今後も公立病院に求められる政策医療を適切

に提供していくため、総務省の基準に基づいた

繰入金を確保するとともに、医療の質向上によ

る収益の増加と効果的かつ効率的な経費の削減

により、繰入額の抑制に努めます。

経営安定化に向けた基盤整備４

経費の効果的かつ効率的な執行２

財務体質の強化３
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　Ⅴ　収支計画
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